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表紙

「連結計算書類の連結注記表」及び「計算書類の個別注記表」につきましては、法令及び当社

定款第15条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト(https://www.nissin-

shoji.co.jp/)に掲載することにより株主の皆さまに提供しております。

第78回定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

連　結　注　記　表

個　別　注　記　表
（2021年４月１日から2022年３月31日まで）
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連結注記表

連結注記表

１. 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

　連結子会社の状況

連結子会社の数　 ８社

連結子会社の名称 日新レジン株式会社

NSM諏訪ソーラーエナジー合同会社

NISTRADE (M) SDN.BHD.

竹鶴石油株式会社

NISSIN SHOJI (THAILAND) CO.,LTD.

NISSIN SHOJI VIETNAM CO.,LTD.

NISSIN BIO ENERGY SDN.BHD.

JJ FUEL SUPPLY SDN.BHD.

(2) 持分法の適用に関する事項

持分法適用の関連会社の数 ２社

会社等の名称　　　　　　 日新興産株式会社

Ｊリーフ株式会社

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、NISTRADE (M) SDN.BHD.他４社の決算日は12月31日であります。連結

計算書類の作成に当たっては同日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要な調整を行っております。なお、その他連結子会社の事

業年度の末日は、連結決算日と一致しております。
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イ. 有形固定資産

　（リース資産を除く）

定額法、ただし2007年４月１日以前取得した建物

については、旧定額法によっております。

ロ. 無形固定資産

　（リース資産を除く）

のれんは、発生日以降、投資効果の発現する期間

を個別で見積り、償却期間（５年）を決定した上

で均等償却しております。また、自社利用のソフ

トウエアは社内における利用可能期間(５年）に

基づく定額法によっております。

(4) 会計方針に関する事項

① 重要な資産の評価基準及び評価方法

イ. その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

ロ. 棚卸資産の評価基準及び評価方法

メーター商品 総平均法による原価法（貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切り下げの方法)

その他の商品 主に先入先出法による原価法（貸借対照表価額に

ついては収益性の低下に基づく簿価切り下げの方

法)

② 重要な減価償却資産の減価償却の方法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　　 　 10～50年

機械装置及び運搬具　 　 ３～17年

その他　　　　　　　　　３～10年

③ 重要な引当金の計上基準

イ. 貸倒引当金 債権の貸倒れに備えるため、一般債権については

貸倒実績率等により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

ロ. 賞与引当金 従業員に対し翌連結会計年度に支給する賞与に備

えるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込

額を計上しております。

ハ. 役員賞与引当金 役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度に負担

すべき支給見込額を計上しております。

ニ. 商品保証引当金 販売した商品の保証に備えるため、過去の実績に

基づき、将来の発生見込額を計上しております。
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④ 重要な収益及び費用の計上基準

当社グループでは、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該

財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしており

ます。

また、通常の商取引において履行義務の識別にあたっては本人か代理人かの検討を

行っております。自らの約束の性質が、約束の履行に対する主たる責任、在庫リス

ク、価格決定の裁量を考慮すると、特定された財又はサービスを自ら提供する履行義

務である場合には本人と判定しており、その対価の総額で収益を認識しております。

代理人の性質が強いと判断される場合には代理人として判定しており、その対価の純

額で収益を認識しております。

一部の有償支給取引については、金融取引として有償支給先に残存する支給品につ

いて棚卸資産を認識するとともに、支給品の期末棚卸高相当額について金融負債を認

識しております。

⑤ その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項

イ. 退職給付に係る負債の計上基準

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備

えるため、当連結会計年度末における見込額に

基づき、当連結会計年度末において発生してい

ると認められる額を計上しております。

退職給付債務の算定にあたり退職給付見込額を

当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法

については、給付算定式基準によっておりま

す。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時

における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数（５年）による定額法により按分した額

を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処

理しております。

未認識数理計算上の差異については、税効果を

調整の上、純資産の部におけるその他の包括利

益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上し

ております。

なお、当連結会計年度末では年金資産の額が企

業年金制度に係る退職給付債務の額から未認識

数理計算上の差異を控除した金額を超過してい

る状態のため、当該超過額を退職給付に係る資

産として計上しております。
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ロ. 外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替

相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。なお、在外子会社の資産

及び負債は、連結決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場に

より円貨に換算し、換算差額は純資産の部にお

ける為替換算調整勘定に含めて表示しておりま

す。

ハ. 消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によ

っており、控除対象外消費税及び地方消費税は、

当連結会計年度の費用として処理しております。

２. 会計方針の変更

(1)収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下、「収益認

識会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの

支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収

益を認識することとしております。

これにより、当社グループでは、通常の商取引において履行義務の識別にあたっては本人

か代理人かの検討を行っております。自らの約束の性質が、約束の履行に対する主たる責

任、在庫リスク、価格決定の裁量を考慮すると、特定された財又はサービスを自ら提供する

履行義務である場合には本人と判定しており、その対価の総額で収益を認識しております。

代理人の性質が強いと判断される場合には代理人として判定しており、その対価の純額で収

益を認識しております。

また、一部の有償支給取引については、金融取引として有償支給先に残存する支給品につ

いて棚卸資産を認識するとともに、支給品の期末棚卸高相当額について金融負債を認識して

おります。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過

的な取扱いに従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場

合の累積的影響額を、当連結事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新た

な会計方針を適用しております。

この結果、従前の会計処理と比較して、当連結会計年度の売上高が32,330,214千円、売上

原価が32,330,214千円それぞれ減少しておりますが、営業利益、経常利益及び税引前当期純

利益に与える影響はございません。なお、利益剰余金の当期首残高に与える影響はございま

せん。

－ 4 －
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(2)時価の算定に関する会計基準等の適用

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算

定会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及

び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定

める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわた

って適用することとしております。なお、連結計算書類等に与える影響はありません。

３. 会計上の見積り

(1)固定資産の減損

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

　固定資産　　　　　　　　　　13,167,911千円

　固定資産に係る減損損失　　　　 100,688千円

② その他の情報

イ. 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

資産のグルーピングは、他の資産または資産グループのキャッシュ・フローから概ね独

立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位で行い、各グルーピング単位ごとに、

収益性の悪化や市場価格の著しい下落の有無等に基づいて、減損の兆候を把握しており

ます。また、減損の兆候が把握された資産グループについては減損損失の認識の判定を

行い、当該資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額

を下回る場合には、使用価値又は正味売却価額のいずれか高い金額まで帳簿価額を減額

し、当該減少額を減損損失として計上しております。

なお、減損損失の測定に当たって、一部の不動産の正味売却価額については、外部専門

家による不動産鑑定評価額を用いております。

ロ. 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

グルーピング単位ごとに策定された将来事業計画は、原油価格の動向、国内製品需要動

向、近隣の競合店舗の状況、想定賃料、入居率、修繕計画に関する見積り等の仮定を用

いて策定しております。

ハ. 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

減損損失の測定に用いた主要な見積り・仮定には、原油価格の動向や市場環境の変化等

の不確実性を含んでおり、予測不能な前提条件の変化等により、当該見積り・仮定が変

化した場合には、追加の減損損失が発生する可能性があります。

(2)繰延税金資産の回収可能性

① 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額　　　　659,629千円

　上記繰延税金資産のうち614,663千円は繰延税金負債と相殺しております。

② その他の情報

イ. 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出方法

各社ごとの将来の課税所得の十分性、将来減算一時差異の将来解消見込年度のスケジュ

ーリング等に基づき回収可能性を判断し、繰延税金資産を計上しております。
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現金及び預金 491,888千円 (  491,888千円)

売掛金 1,371,445千円 (       －千円)

流動資産のその他 42,436千円 (  42,436千円)

建物及び構築物 152,348千円 (   66,639千円)

機械装置及び運搬具 2,487,045千円 (2,487,045千円)

有形固定資産のその他 3,146千円 (    3,146千円)

土地 259,964千円 (       －千円)

投資有価証券 934,735千円 (       －千円)

関係会社株式 642,482千円 (       －千円)

投資その他の資産のその他 138,127千円 (  138,127千円)

計 6,523,620千円 (3,229,283千円)

買掛金 664,050千円 (       －千円)

短期借入金 2,513,347千円 (  178,235千円)

長期借入金 4,911,017千円 (2,227,941千円)

計 8,088,415千円 （2,406,176千円)

上記のうち、(  )内書きはノンリコース債務を示しております。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 5,953,697千円

ロ. 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

課税所得の見積りに用いる各社の将来事業計画は、原油価格の動向、国内外の製品需要

動向に関する見積り等の仮定を用いて策定しております。

ハ. 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響

繰延税金資産の回収可能性の判断に用いた主要な見積り・仮定には、原油価格の動向や

市場環境の変化等の不確実性を含んでおり、予測不能な前提条件の変化等により、当該

見積り・仮定が変化した場合には、回収可能性が低下し、繰延税金資産の取崩しが発生

する可能性があります。

４. 連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

① 担保提供資産

上記のうち、(  )内書きはノンリコース債務に対する担保提供資産を示しております。

② 上記に対応する債務

－ 6 －
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当連結会計年度
（2022年３月31日）

最大支払可能性額 952,514千円

当連結会計年度末残高の支払可能性額 921,451千円

差引額 31,062千円

普通株式 　7,600,000株

普通株式 　　923,556株

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

2021年５月21日
取締役会

普通株式 80,717 12.00 2021年３月31日 2021年６月９日

2021年11月８日
取締役会

普通株式 60,087 9.00 2021年９月30日 2021年12月２日

計 140,805

2022年５月20日開催の取締役会決議による剰余金の配当

イ. 配当金の総額 73,440千円

ロ. 配当の原資 利益剰余金

ハ. １株当たり配当額 11円00銭

ニ. 基準日 2022年３月31日

ホ. 効力発生日 2022年６月９日

(3) 偶発債務

当社は、関連会社であるJリーフ株式会社の運転資金の借入債務及び設備投資に係る未払

金に対し、支払可能性額が次のとおりであります。

５. 連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

(2) 当連結会計年度末における自己株式の種類及び株式数

(3) 当連結会計年度中に行った剰余金の配当に関する事項

① 配当支払額

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度とな

るもの
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６. 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

当社グループは、各セグメント事業ごとの設備投資計画に照らして、必要な資金（主に

銀行借入や社債発行）を調達しております。一時的な資金は安全性の高い金融資産で運

用し、短期的な運転資金は銀行借入により調達しております。

② 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。また、

投資有価証券は、主に取引先企業との業務又は資本提携等に関連する株式であり、市場

価格の変動リスクに晒されております。

営業債務である支払手形及び買掛金は、すべて１年以内の支払期日であります。また、

借入金及び社債は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたものであり、返済日

は決算日後、最長で13年６ヶ月後であります。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

イ. 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、債権管理規程に従い、営業債権及び長期貸付金について、各事業部

門における営業部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリングし、取引相手ごと

に期日及び残高を管理するとともに、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握

や軽減を図っております。また、連結子会社についても、当社の債権管理規程に準じ

て、同様の管理を行っております。

当期の連結決算日における最大信用リスク額は、信用リスクに晒される金融資産の貸

借対照表価額によって表わされております。

ロ. 市場リスク(金利等の変動リスク）

当社グループは、投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業）の

財務状況等を把握し、かつ、取引先企業との関係を勘案して保有状況を見直しており

ます。

ハ. 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）

当社グループは、各部署からの報告に基づき経理部が適時に資金繰計画を作成・更新

し、流動性リスクを管理しております。

④ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んで

いるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがありま

す。

－ 8 －
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連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

現 金 及 び 預 金 3,376,551千円 3,376,551千円 －千円

受 取 手 形 744,817 744,817 －

売 掛 金 8,214,871 8,214,871 －

投 資 有 価 証 券 4,256,970 4,256,970 －

関 係 会 社 株 式 827,392 827,392 －

資 産 計 17,420,603 17,420,603 －

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 1,710,554 1,710,554 －

短 期 借 入 金 3,125,000 3,125,000 －

社 債
（１年以内償還予定の社債を含む）

632,000 633,921 1,921

長 期 借 入 金
(１年内返済予定の長期借入金を含む)

5,421,864 5,420,294 ▲1,569

負 債 計 10,889,418 10,889,770 351

デ リ バ テ ィ ブ 取 引 － － －

(2) 金融商品の時価等に関する事項

(注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

① 資産

イ. 現金及び預金

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価

額によっております。

ロ. 受取手形及び売掛金

これらの時価については、当該受取手形及び売掛金がすべて１年以内の回収期日であ

るため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

ハ. 投資有価証券

これらの時価については、株式は取引所の価格によっており、その他については取引

所の価格又は取引金融機関から提示された価格によっております。なお、当連結会計

年度末において債券は保有しておりません。

ニ. 関係会社株式

これらの時価については、取引所の価格によっております。

－ 9 －
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区　　　分 連結貸借対照表計上額

非 上 場 株 式 663,158千円

合 計 663,158

１年以内
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超
(千円)

現 金 及 び 預 金 3,376,551 － － －

受 取 手 形 744,817 － － －

売 掛 金 8,214,871 － － －

投 資 有 価 証 券

そ の 他 － 28,067 60,132 －

合 計 12,336,240 28,067 60,132 －

② 負債

イ. 支払手形及び買掛金

これらの時価については、当該支払手形及び買掛金がすべて１年以内の償還期日であ

るため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

ロ. 短期借入金

これらの時価については、当該短期借入金がすべて１年以内の償還期日であるため、

時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。

ハ. 長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）

これらの時価については、元利金を新規に同様の借入を行った場合に想定される利率

で割り引いた現在価値により算定しております。

③ デリバティブ取引

　該当事項はありません。

(注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

これらについては、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められること

から、ハ．投資有価証券及びニ．関係会社株式には含めておりません。

(注3）金銭債権及び満期がある有価証券の連結決算日後の償還予定額

－ 10 －
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１年以内
(千円)

１年超
２年以内
(千円)

２年超
３年以内
(千円)

３年超
４年以内
(千円)

４年超
５年以内
(千円)

５年超
(千円)

社 債
( 1 年 内 償 還 予 定 の 社 債 を 含 む )

112,000 112,000 112,000 112,000 112,000 72,000

長 期 借 入 金
(１年内返済予定の長期借入金を含む)

273,347 2,373,347 673,347 273,347 270,847 1,557,628

合 計 385,347 2,485,347 785,347 385,347 382,847 1,629,628

区分

時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 4,256,970 － － 4,256,970

関係会社株式 827,392 － － 827,392

資産計 5,084,362 － － 5,084,362

(注4）長期借入金（１年内返済予定の長期借入金を含む）の連結決算日後の返済予定額

（3）金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレ

ベルに分類しております。

　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成

される当該時価の算定の対象となる資産または負債に関する相場価格により算定した時価

　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以

外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプ

ットかそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を

分類しております。

①時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

当連結会計年度（2022年３月31日）

－ 11 －



2022/06/02 13:46:48 / 21826308_日新商事株式会社_招集通知：Web開示

連結注記表

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

社債

（1年以内返済予定の社債を含

む）

－ 633,921 － 633,921

長期借入金

（1年以内返済予定の長期借入

金を含む）

－ 5,420,294 － 5,420,294

負債計 － 6,054,215 － 6,054,215

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

6,637,773千円 703,877千円 7,341,650千円 6,918,565千円

②時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

当連結会計年度（2022年３月31日）

注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

　　　投資有価証券及び関係会社株式

　　　　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されてい

　　　　る為、その時価をレベル1に分類しております。

　　　社債及び長期借入金

　　　　これらの時価は元利金の合計額と、該当債務の残存期間及び信用リスクを加味した利

　　　　率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル2の時価に分類しております。

７. 賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社では、東京都その他の地域において、賃貸用のオフィスビル（土地を含む）を有して

おります。2022年３月期における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は363,154千円（賃

貸収益は売上高、賃貸費用は売上原価及び販売費及び一般管理費に計上）であります。ま

た、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当期増減額及び時価は、次のとおりであ

ります。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項

(注1) 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した

金額であります。

(注2) 当期増減額のうち、主な増加額は賃貸マンション物件の取得939,718千円、自家用不動

産の賃貸物件への振替53,129千円であり、主な減少額は賃貸物件２件の売却115,193千

円、減損損失65,002千円、減価償却費142,368千円であります。
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報告セグメント
セグメントの

分解

顧客との契約から

生じる収益
その他の収益

外部顧客への

売上高

石油関連事業

直営部門 28,193,447 － 28,193,447

卸部門 245,590 － 245,590

直需部門 3,251,703 － 3,251,703

産業資材部門 1,263,520 － 1,263,520

その他部門 320,777 － 320,777

小計 33,275,038 － 33,275,038

再生可能エネル

ギー関連事業
－ 1,754,760 － 1,754,760

外食事業 － 780,147 － 780,147

不動産事業 － － 656,112 656,112

合計 － 35,809,947 656,112 36,466,059

当連結会計年度

顧客との契約から生じた債権 8,959,689 千円

契約負債 33,275

(注3) 当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定し

た金額（指標等を用いて調整を行ったものを含む）であります。

８. 収益認識に関する注記

(1)顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

(2)顧客との契約から生じる収益を理解するために基礎となる情報

１.連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等「(4)会計方針に

関する事項④重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

(3)当連結会計年度及び翌連結会計年度以降の収益金額を理解するための情報

契約負債は主に、商品の引渡前に顧客から受け取った対価であります。

顧客との契約から生じた債権及び契約負債は以下の通りであります。

－ 13 －
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(1) １株当たり純資産額 2,893円76銭

(2) １株当たり当期純利益 73円34銭

９. １株当たり情報に関する注記

10. 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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個別注記表

① 有形固定資産

（リース資産を除く）

定額法、ただし2007年４月１日以前取得した建物につ

いては、旧定額法によっております。

② 無形固定資産

（リース資産を除く）

のれんは、発生日以降、投資効果の発現する期間を個

別で見積り、償却期間（５年）を決定した上で均等償

却しております。また、自社利用のソフトウエアは社

内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によ

っております。

個別注記表

１. 重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

① 子会社株式、関連会社株式及びその他の関係会社有価証券

移動平均法による原価法

② その他有価証券

イ. 市場価格のない株式等以外のもの 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

ロ. 市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

③ 棚卸資産の評価基準及び評価方法

イ. メーター商品 総平均法による原価法 (貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

ロ. その他の商品 先入先出法による原価法 (貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

(2) 固定資産の減価償却の方法

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　13～50年

構築物　　　　　　　　　10～15年

機械及び装置　　　　　　３～17年

車輌運搬具　　　　　　　４～６年

工具器具備品　　　　　　３～10年

③ 長期前払費用 定額法によっております。

(3) 引当金の計上基準

① 貸倒引当金 債権の貸倒れに備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を

計上しております。

② 賞与引当金 従業員に対し翌事業年度に支給する賞与に備えるた

め、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上して

おります。

③ 役員賞与引当金 役員賞与の支出に備えて、当事業年度に負担すべき

支給見込額を計上しております。
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④ 退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事

業年度において発生していると認められる額を計上し

ております。

退職給付の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年

度末までの期間に帰属させる方法については、給付算

定式基準によっております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理しております。

未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法

は、連結計算書類におけるこれらの会計処理の方法と

異なっております。

なお、当事業年度末では年金資産の額が企業年金制度

に係る退職給付債務の額から未認識数理計算上の差異

を控除した金額を超過している状態のため、当該超過

額を前払年金費用として計上しております。

⑤ 商品保証引当金 販売した商品の保証に備えるため、過去の実績に基づ

き、将来の発生見込額を計上しております。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

当社では、約束した財又はサービスの支配が顧客に移

転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取る

と見込まれる金額で収益を認識することとしておりま

す。

また、通常の商取引において履行義務の識別にあたっ

ては本人か代理人かの検討を行っております。自らの

約束の性質が、約束の履行に対する主たる責任、在庫

リスク、価格決定の裁量を考慮すると、特定された財

又はサービスを自ら提供する履行義務である場合には

本人と判定しており、その対価の総額で収益を認識し

ております。代理人の性質が強いと判断される場合に

は代理人として判定しており、その対価の純額で収益

を認識しております。

一部の有償支給取引については、金融取引として有償

支給先に残存する支給品について棚卸資産を認識する

とともに、支給品の期末棚卸高相当額について金融負

債を認識しております。

(5) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によって

おり、控除対象外消費税及び地方消費税は、当事業年

度の費用として処理しております。
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２. 会計方針の変更

(1)収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下、「収益認

識会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配

が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を

認識することとしております。

これにより、当社では、通常の商取引において履行義務の識別にあたっては本人か代理人

かの検討を行っております。自らの約束の性質が、約束の履行に対する主たる責任、在庫リ

スク、価格決定の裁量を考慮すると、特定された財又はサービスを自ら提供する履行義務で

ある場合には本人と判定しており、その対価の総額で収益を認識しております。代理人の性

質が強いと判断される場合には代理人として判定しており、その対価の純額で収益を認識し

ております。

また、一部の有償支給取引については、金融取引として有償支給先に残存する支給品につ

いて棚卸資産を認識するとともに、支給品の期末棚卸高相当額について金融負債を認識して

おります。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過

的な取扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の

累積的影響額を、当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方

針を適用しております。

この結果、従前の会計処理と比較して、当事業年度の売上高が32,810,933千円、売上原価

が32,810,933千円それぞれ減少しておりますが、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期

純利益に与える影響はございません。なお、利益剰余金の当期首残高に与える影響はござい

ません。

(2)時価の算定に関する会計基準等の適用

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算

定会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び

「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定め

る経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたっ

て適用することとしております。なお、計算書類等に与える影響はありません。

３. 会計上の見積り

(1)固定資産の減損

① 当年度の計算書類に計上した金額

　固定資産　　　　　　　　　　10,707,078千円

　固定資産に係る減損損失　　　　 100,688千円

② その他の情報

イ. 当年度の計算書類に計上した金額の算出方法

資産のグルーピングは、他の資産または資産グループのキャッシュ・フローから概ね独
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立したキャッシュ・フローを生み出す最小の単位で行い、各グルーピング単位ごとに、

収益性の悪化や市場価格の著しい下落の有無等に基づいて、減損の兆候を把握しており

ます。また、減損の兆候が把握された資産グループについては減損損失の認識の判定を

行い、当該資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額

を下回る場合には、使用価値又は正味売却価額のいずれか高い金額まで帳簿価額を減額

し、当該減少額を減損損失として計上しております。

なお、減損損失の測定に当たって、一部の不動産の正味売却価額については、外部専門

家による不動産鑑定評価額を用いております。

ロ. 当年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

グルーピング単位ごとに策定された将来事業計画は、原油価格の動向、国内製品需要動

向、近隣の競合店舗の状況、想定賃料、入居率、修繕計画に関する見積り等の仮定を用

いて策定しております。

ハ. 翌年度の計算書類に与える影響

減損損失の測定に用いた主要な見積り・仮定には、原油価格の動向や市場環境の変化等

の不確実性を含んでおり、予測不能な前提条件の変化等により、当該見積り・仮定が変

化した場合には、追加の減損損失が発生する可能性があります。

(2)関係会社投融資の評価

① 当年度の計算書類に計上した金額

　関係会社株式　　　　　　　　　　 2,150,123千円

　関係会社短期貸付金　　　　　　　　 307,403千円

　関係会社長期貸付金　　　　　　　　 224,500千円

　　計　　　　　　　　　　　　　　 2,682,026千円

　関係会社株式評価損計上額　　　　　　31,726千円

② その他の情報

イ. 当年度の計算書類に計上した金額の算出方法

関係会社株式の評価について、各関係会社の計算書類を基礎とした１株当たりの純資産

額、もしくは１株当たりの純資産額に取得時に認識した超過収益力を反映したものを実

質価額として、当該実質価額と取得原価とを比較し、評価損の計上の要否を判断してお

ります。少なくとも実質価額が取得原価に比べて50%以上低下している場合には、回復

可能性が十分な証拠によって裏付けられない限り、相当の減額を行い、評価差額を当期

の損失として計上することとしております。

また、関係会社長期貸付金の評価については、各関係会社の財政状態に加えて、事業計

画及び当該事業計画に基づく資金計画の合理性等を考慮し、回収可能性を見積もった上

で、貸倒引当金計上の要否の判断を行っております。

ロ. 当年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

各関係会社の将来事業計画は、原油価格の動向、所在国ごとのカントリーリスク、国内

外の製品需要動向に関する見積り等の仮定を用いて策定しております。
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売掛金 1,371,445千円

建物 85,709千円

土地 259,964千円

投資有価証券 934,735千円

関係会社株式 642,482千円

計 3,294,337千円

買掛金 664,050千円

短期借入金 2,250,000千円

１年内返済予定の長期借入金 85,112千円

長期借入金 2,683,076千円

計 5,682,238千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 5,219,902千円

ハ. 翌年度の計算書類に与える影響

関係会社株式の評価の算定や貸倒引当金計上の要否の判断に用いた主要な見積り・仮定

には、原油価格の動向、所在国ごとの政治状況や市場環境の変化等の不確実性を含んで

おり、予測不能な前提条件の変化等により、当該見積り・仮定が変化した場合には、関

係会社株式評価損等の損失が発生する可能性があります。

(3)繰延税金資産の回収可能性

① 当年度の計算書類に計上した金額　　　　580,366千円

上記繰延税金資産は全額を繰延税金負債と相殺しております。

② その他の情報

イ. 当年度の計算書類に計上した金額の算出方法

各社ごとの将来の課税所得の十分性、将来減算一時差異の将来解消見込年度のスケジュ

ーリング等に基づき回収可能性を判断し、繰延税金資産を計上しております。

ロ. 当年度の計算書類に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

課税所得の見積りに用いる各社の将来事業計画は、原油価格の動向、国内外の製品需要

動向に関する見積り等の仮定を用いて策定しております。

ハ. 翌年度の計算書類に与える影響

繰延税金資産の回収可能性の判断に用いた主要な見積り・仮定には、原油価格の動向や

市場環境の変化等の不確実性を含んでおり、予測不能な前提条件の変化等により、当該

見積り・仮定が変化した場合には、回収可能性が低下し、繰延税金資産の取崩しが発生

する可能性があります。

４. 貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

① 担保提供資産

② 上記に対応する債務
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　日新レジン株式会社 25,000千円

　NISTRADE(M)SDN.BHD.

　NISSIN SHOJI VIETNAM CO.,LTD.

13,827千円

17,346千円

当事業年度
（2022年３月31日）

最大支払可能性額 952,514千円

当事業年度末の支払可能性額 921,451千円

差引額 31,062千円

① 短期金銭債権 440,843千円

② 長期金銭債権

③ 短期金銭債務

313,335千円

31,169千円

(1) 営業取引による取引高

　　売上高 31,768千円

　　販売費及び一般管理費 8,233千円

(2) 営業取引以外の取引高 38,112千円

　普通株式 923,556株

(3) 保証債務

　関係会社に対する保証

① 借入金に対する保証

② 営業取引に対する保証

(4) 偶発債務

当社は、関連会社であるJリーフ株式会社の運転資金の借入債務及び設備投資に係る未払

金に対し、支払可能性額が次のとおりであります。

(5) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

５. 損益計算書に関する注記

　関係会社との間の取引高

６. 株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
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賞与引当金損金不算入額 75,019千円

減価償却損金算入限度超過額 41,003千円

減損損失損金不算入額 270,586千円

投資有価証券評価損損金不算入額 35,017千円

ゴルフ会員権評価損損金不算入額 41,519千円

退職給付引当金損金不算入額 268,818千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 49,492千円

資産除去債務 18,331千円

商品保証引当金 1,929千円

その他 76,544千円

繰延税金資産小計 878,261千円

評価性引当額 △297,895千円

繰延税金資産合計 580,366千円

固定資産圧縮積立金 425,622千円

固定資産圧縮特別勘定積立金 36,130千円

資産除去費用 8,847千円

前払年金費用 51,754千円

その他有価証券評価差額金 758,267千円

繰延税金負債合計 1,280,622千円

繰延税金負債純額 △700,256千円

固定負債 700,256千円

法定実効税率 30.62％

（調整）

住民税均等割 4.72％

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.50％

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △2.23％

評価性引当額 3.77％

その他 △4.72％

差引 34.65％

７. 税効果会計に関する注記

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

① 繰延税金資産

② 繰延税金負債

繰延税金負債の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別

の内訳
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種類 会社名 住所
資本金

(千リンギ
ット)

事業の
内 容

議決権等
の所有割
合 ( ％ )

関係内
容

取引の内容
取引金額
(千円)

科 目 期末残高
(千円)

子会
社

NISSIN 
BIO 
ENERGY 
SDN.BHD.

マレ
ーシ
ア

1,000

バイオ
マス燃
料の販
売、輸
出

直接
100％

バイオマス
燃料の仕入

営業取引

商品の
仕入

－ 前渡金 389,973

種類 会社名 住所
資本金
(千円)

事業の
内 容

議決権
等の被
所有割
合(％)

関係内容 取引の内容
取引金額
(千円)

科 目
期末残高
(千円)

その
他の
関係
会社
の子
会社

ＥＮＥＯ
Ｓ株式会
社　(注
1)

東京
都千
代田
区

30,000,000

石油製
品の精
製及び
販売

－
転籍
１名

石油製
品の仕
入

営業取引

商品の
仕入

23,231,871

買掛金 685,437
ＳＳの
賃借料

428,317

カード支
払時の債
権回収代
行及び債
権譲渡

16,449,854 売掛金 1,371,445

営業外取引

　仕入対価
　の割引

64,674
未収入
金

－

８. 関連当事者との取引に関する注記

（1）子会社

(注１）商品の仕入は、関連を有しない他の取引先と同様の条件により決定しております。

（2）兄弟会社等

(注１） 同社の親会社であるＥＮＥＯＳホールディングス株式会社が当社の議決権を17.1％所

有しております。

(注２） 上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれておりませんが、債権債務の残高に

は消費税等を含めて記載しております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

① 商品の仕入及びＳＳの賃借料は、関連を有しない他の一般特約店と同様の条件によ

り決定しております。

② 買掛金については、売掛金、建物、土地及び投資有価証券並びに関係会社株式

2,788,036千円を担保に供しております。

③ 債権回収代行及び債権譲渡は、関連を有しない他の一般特約店と同様の条件により

決定しております。なお、取引金額は年間回収総額を記載しております。

９. 収益認識に関する注記

顧客との契約から生じる収益を理解するために基礎となる情報

１.重要な会計方針に係る事項「(4)重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであ

ります。

－ 22 －



2022/06/02 13:46:48 / 21826308_日新商事株式会社_招集通知：Web開示

個別注記表

(1) １株当たり純資産額 2,903円85銭

(2) １株当たり当期純利益 74円28銭

10. １株当たり情報に関する注記

11. 重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。
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